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○ サービス管理責任者等（児童発達支援管理責任者含む。以下同じ。）について、質の確保を図るべきとの声と、
人員確保のため実務経験の緩和を求める声があったことを踏まえ、平成27年度より３カ年で実施した厚生労働科
学研究において検討を行い、令和元年度から研修体系を見直し。

○ 従来、実務経験要件を満たす者は研修修了後に直ちにサービス管理責任者等として配置することができたとこ
ろ、新たな研修体系では、入口の研修である基礎研修修了後、２年間の実務経験（OJT）を経た上で実践研修の修
了を要する仕組みとし、サービス管理責任者等としての養成開始から２年以上を要することとなった。
※ 令和元年度以降の基礎研修修了者が実践研修を修了するまでの間の経過措置として、令和３年度までは基礎研修修了者を３年間
サービス管理責任者等とみなす措置あり。

○ この研修体系の見直しについて、一部の事業者から、サービス管理責任者等を直ちに確保することが困難とな
り、支障が生じているとの声がある。また、令和元年度以降、新型コロナウイルスの影響により、都道府県が研
修を延期・中止、規模を縮小しての実施とせざるを得ず、十分に研修が実施できていないといった地域もあり、
事業者や自治体から令和３年度まで設けていた上記経過措置の継続や研修体系の見直しの要望がでている。

※ 現行制度上、やむを得ない事由によりサービス管理責任者等が欠如した場合、実務経験要件を満たす者がいる場合は、その者を
１年間サービス管理責任者等とみなして配置することを認めているが、養成に２年以上を要することになったことから、当該期間
中に代替のサービス管理責任者等を確保できず、サービス管理責任者等に係る人員欠如減算が適用され、運営が困難となる事業所
が生じる可能性がある。

現状及び課題
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サービス管理責任者・児童発達支援管理責任者研修について



サービス管理責任者・児童発達支援管理責任者研修の対応について

○ 令和元年度からの新たな研修体系を前提とした上で、サービス管理責任者等の質の確保を維持しつつ、あわせて
サービス管理責任者等の人材確保を図る観点から、以下の対応を行う。

（実務経験（OJT））
基礎研修修了後に実践研修を受講するために必要な実務経験（OJT２年以上）（※1）について、基礎研修受講開

始時において既に実務経験者（※2）である者が障害福祉サービスに係る個別支援計画の作成の一連の業務（※3）に
従事する場合は、「６ヶ月以上」とする。
※1 現行の実務経験（OJT）は、障害福祉サービス事業所以外の施設等での障害児者への支援業務も算定可能。
※2 相談支援業務又は直接支援業務に３～８年従事している者。
※3 サービス管理責任者等が配置されている事業所において、基礎研修修了者が個別支援計画の原案の作成までの一連の業務に従

事する場合や、やむを得ない事由によりみなし配置されたサービス管理責任者等として個別支援計画の作成の一連の業務に従事
する場合を想定。

（やむを得ない事由による措置）
やむを得ない事由（※）によりサービス管理責任者等が欠如した場合、欠如後１年間は研修の修了状況に関わら

ず、実務経験要件を満たす者をサービス管理責任者等とみなして配置することを可能としている従来の措置に加
え、基礎研修修了者については、個別支援計画の作成に関して一定の知識・技能等を習得していること、事業所
内でのサービス管理責任者等の養成を進める観点から、以下のいずれの要件も満たす者について、当該者が実践
研修を修了するまでの間に限り、サービス管理責任者等とみなして配置可能（最長２年間）とする。
・ 実務経験要件を満たす者であること
・ サービス管理責任者等の欠如する以前から当該事業所に配置されている者であって、かつ、欠如時に既に基
礎研修を修了しており、実践研修の受講に向けたOJTを実施中である者

※ 「やむを得ない事由」について、「サービス管理責任者等が退職、病休など事業者の責に帰さない事由により欠如した場合で
あって、かつ、当該事業所にサービス管理責任者等を直ちに配置することが困難な場合」である旨を周知徹底し、自治体における
適切な運用を図る。

○ なお、今回の研修体系の見直しの影響等については、調査研究を実施して実態を把握・検証する。

また、各都道府県に対し、必要なサービス管理責任者等の養成が行われるよう、できる限り希望者が研修を受講
できるよう研修の実施を促すとともに、具体的な配置が決定しているサービス管理責任者等を優先的に受講対象と
することなどを含め周知徹底する。

対応（案）
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サービス管理責任者・児童発達支援管理責任者研修の対応について

基礎研修
（26h）
修了

実践研修
（14.5h）
修了

実務経験
ＯＪＴ①
(2年以上）

○ 実践研修受講要件としての実務経験（OJT）について、障害福祉サービス事業所等において、実務経験要件を満たした基礎研修修了者が以下
の業務に従事する場合は「６月以上」の期間で実践研修の受講を可能とする

・ サービス管理責任者等が配置されている事業所において、個別支援計画の原案の作成までの一連の業務を行う場合
・ やむを得ない事由によりサービス管理責任者等を欠いている事業所において、サービス管理責任者等とみなして従事し、個別支援計画の作
成の一連の業務を行う場合

実務経験要件 研修修了要件

やむを得ない事由による人員の欠如時以降、
１年間サービス管理責任者等とみなして従事可能

以下のいずれの要件も満たす者について、実践研修修了時
まで（最長２年間）サビ管等とみなして従事可能【新規】
・実務経験要件を満たす者
・サビ管等の欠如以前から当該事業所に配置されている者
で、かつ、欠如時に既に基礎研修を修了している者

例外的な措置（やむを得ない事由によりサービス管理責任者等が欠いている場合）

サービス管理
責任者等の
正規配置

（５年毎に要更
新）

相談支援業務
又は

直接支援業務
３～８年

配置要件（原則）

実務経験要件

実務経験

相談支援業務
又は

直接支援業務
３～８年 基礎研修（26h）を修了

研修修了要件

期間経過後、継続してサー
ビス管理責任者等として配
置するには、上記配置要件
における研修修了要件を

満たす必要あり

実践研修
（14.5h）
修了

ＯＪＴ②
（個別支援計画作成）
(６月以上）【新規】

配置要件（例外）

○ 実務経験要件を満たし、人員の欠如時に既に基礎研修修了者である者をサービス管理責任者等とみなして配置する場合は、実践研修修了時ま
でみなし配置を可能とする （最長２年間）。

基礎研修
（26h）
修了

※基礎研修受講時に実務経験要件（３～８年）を満たしている者に限る。

みなしでの従事についても、実践研修の受講に
係る実務経験(OJT)として当該期間を算入可能

4

「やむを得ない事由」の取扱いについて、自
治体に対して適切な運用の周知徹底を図る



サービス管理責任者・児童発達支援管理責任者研修の見直しについて

○ 一定期間毎の知識や技術の更新を図るとともに、実践の積み重ねを行いながら段階的なスキルアップを図ることができるよう、研修
を基礎研修、実践研修、更新研修と分け、実践研修・更新研修の受講に当たっては、一定の実務経験の要件(注)を設定。
※令和元年度から新体系による研修開始。旧体系研修受講者は令和５年度末までに更新研修の受講が必要。

○ 分野を超えた連携を図るための共通基盤を構築する等の観点から、サービス管理責任者研修の全分野及び児童発達支援管理責任
者研修のカリキュラムを統一し、共通で実施する。
※ 共通の知識及び技術に加えて各分野等において必要な知識や技術については、新たに専門コース別研修を創設して補完(予定)。

○ このほか、直接支援業務による実務要件を10年⇒８年に緩和するとともに、基礎研修修了時点において、サービス管理責任者等の
一部業務を可能とする等の見直しを行う。
※ 新カリキュラム移行時に配置に関する実務要件を満たす者等について、一定期間、基礎研修修了後にサービス管理責任者等としての配置を認める経過措置。

サービス管理責任者の配
置に関する実務経験要件

児童発達支援管理責任者
の配置に関する実務経験

要件

サービス管理
責任者

児童発達支援
管理責任者
として配置

改定前

【改定】基礎研修
相談支援従事者初任者研修
講義部分の一部を修了

サービス管理責任者等研修（統
一） を修了（講義・演習: 15h）

【新規創設】

サービス
管理責任者等
実践研修
（14.5h）
を修了

サービス管理責任者の配置
に関する実務経験要件

児童発達支援管理責任者の
配置に関する実務経験要件

【一部緩和】
※配置に関する実務経験要件を
満たす予定の日の２年前から、基

礎研修受講可

サービス管理
責任者

児童発達支援
管理責任者
として配置

現行 H31(R1)年度～

【新規創設】

サービス
管理責任者等
更新研修
（13h）

※５年の間毎に
１度修了

ＯＪＴ
(2年以上）
一部業務
可能

【新規創設】
専門コース別研修

(注)一定の実務経験の要件
・実践研修：基礎研修修了後、研修受講前５年間に２年以上の相談支援又は直接支援

業務の実務経験がある
・更新研修：①研修受講前５年間に２年以上のサービス管理責任者等・管理者・相談支援

専門員の実務経験がある
又は②現にサービス管理責任者等・管理者・相談支援専門員として従事している

相談支援従事者初任者研修
講義部分の一部を修了

サービス管理責任者等研修共通
講義及び分野別演習を受講（１９ｈ）

（参考）令和元年度の見直し時の資料
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サービス管理責任者等の研修見直しに伴う経過措置及び配置時の取扱いの緩和等について
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配置時の取扱いの緩和等について
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＜配置に関する実務経験要件＞
相談支援業務５年

（有資格者の場合は３年）以上
もしくは直接支援業務８年以上

＜受講対象＞
相談支援業務３年以上

（有資格者の場合は１年）以上
もしくは直接支援業務６年以上

基礎研修修了後2年以上の実務

基礎研修修了後３年間で
２年以上の実務

※基礎研修修了後に配置に関す
る実務要件を満たした場合を含む。

経過措置について

①旧カリキュラムのサービス管理責任
者等研修を修了済みの者について

②基礎研修受講時点で実務要件を満たしている者について
※Ｈ３１(Ｒ１)年度～Ｒ３年度の基礎研修受講者に限る

サ
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ス
管
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責
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者
等
研
修

（
旧
体
系
）

修
了

配置に関する実務要件を満たしている場合は、基礎研修修
了日後３年間は、実践研修を修了していなくても、サービス
管理責任者等とみなす。
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➢ 既にサービス管理責任者等が１名配置されている場合は、２人目
のサービス管理責任者等としては配置可能。

➢ 個別支援計画原案の作成が可能であることを明確化。
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H31.4～（新体系移行）

施行後５年間（Ｒ５年度末まで）は、更新研修修
了前でも引き続きサービス管理責任者等として
業務可能。

（参考）令和元年度の見直し時の資料
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共通講義及び分野別演習（現行） 時間数

講義

サービス管理責任者の役割に関する講義 ６ｈ

アセスメントやモニタリングの手法に関する
講義

３ｈ

演習
サービス提供プロセスの管理に関する演
習

１０ ｈ

合計 １９ｈ

相談支援従事者初任者研修講義（現行） 時間数

講義

障害者の日常生活及び社会生活を総合
的に支援するための法律及び児童福祉法
の概要並びに相談支援従事者の役割に
関する講義

６．５ｈ

ケアマネジメントの手法に関する講義 ２ｈ

地域支援に関する講義 ３ｈ

合計 １１．５ｈ

サービス管理責任者・児童発達支援管理責任者研修の告示別表

基礎研修（うち共通講義、演習部分）（見直し後） 時間数

講義
１ サービス管理責任者の基本姿勢とサービス提供のプロ
セスに関する講義

７．５ｈ

演習 ２ サービス提供プロセスの管理に関する演習 ７．５ｈ

合計 １５ｈ

実践研修 時間数

講義 １ 障害福祉の動向に関する講義 １ｈ

講義・
演習

２ サービス提供に関する講義及び演習 ６．５ｈ

３ 人材育成の手法に関する講義及び演習 ３．５ｈ

４ 多職種及び地域連携に関する講義及び演習 ３．５ｈ

合計 １４．５ ｈ

更新研修 時間数

講義 １ 障害福祉の動向に関する講義 １ｈ

講義・
演習

２ サービス提供の自己検証に関する演習 ５ ｈ

３ サービスの質の向上と人材育成のためのスー
パービジョンに関する講義及び演習

７ ｈ

合計 １３ ｈ

新設

※令和５年度までは１及び２の項目のみの実施でも可とする。

※ 実践研修は令和３年度より実施

基礎研修（うち相談支援従事者初任者研修講義部分）（見直し後） 時間数

講
義

障害者の地域支援と相談支援従事者（サービス管理責任
者・児童発達支援管理責任者）の役割に関する講義

５ｈ

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するため
の法律及び児童福祉法の概要並びにサービス提供のプロ
セスに関する講義

３ｈ

相談支援におけるケアマネジメント手法に関する講義 ３ｈ

合計 １１ｈ
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サービス管理責任者・児童発達支援管理責任者研修の実施状況

○ サービス管理責任者等研修の実施状況については、これまで一定数養成してきたところ、令和２年度では新型
コロナウイルス感染症の影響により修了者数が減少したが、令和３年度は令和元年度、２年度と比較して増加。

○ 修了者の中には、直ちにサービス管理責任者等として配置される予定がない者がいる一方、サービス管理責任
者等として配置予定であったものが研修を受講することができなかったケースもある。

○研修の修了者数の推移
（令和元年度～）

Ｈ18年度 Ｈ19年度 Ｈ20年度 Ｈ21年度 Ｈ22年度 Ｈ23年度 Ｈ24年度 Ｈ25年度 Ｈ26年度 Ｈ27年度 Ｈ28年度 Ｈ29年度 Ｈ30年度

介護 2,775 4,172 5,265 4,404 4,112 5,639 4,662 4,580 4,522 4,938 4,610 4,959 5,085

身体 369 503 477 303 315 379 270 238 382 292 300 497 247

知的・精神 3,322 3,795 4,604 3,733 3,607 4,566 4,009 3,957 3,835 4,013 4,161 4,555 4,644

就労 2,373 3,819 5,094 4,158 4,010 5,438 4,957 4,879 5,081 5,581 5,848 6,304 6,453

児童 926 823 1,137 1,224 1,477 2,525 3,355 3,847 5,267 5,703 6,340 8,033 8,257
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Ｈ18～H30年度修了者数合計：230,005
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サービス管理責任者等基礎研修の修了者数

（経年比較）

5,784 
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サービス管理責任者等実践研修の修了者数

（経年比較）

○研修の修了者数の推移
（～平成30年度）

24,686

※令和３年度は速報値

○研修の修了者数の累計 ～平成30年度令和元年度～ 計

修了者数 230,005 52,398 282,403

※平成30年度以前は、分野別カリキュラムの
修了者の合計値であるため、同一の者が重
複して計上されている可能性あり。

※令和元年度以降は、基礎研修の修了者数
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